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アンゴラ共和国月報 
２０１６年７月号 

在アンゴラ日本国大使館 

 

主な出来事 

【内政】 

●恩赦法の制定（２０日）。 

●ドス・サントス大統領の休暇（２日～２５日）。 

【外交】 

●ライチャーク・スロバキア副首相による国連事務総長選への支持要請（２１日）。 

●クラークＵＮＤＰ総裁による国連事務総長選への支持要請（２５日）。 

●シコティ外務大臣，安保理のアフリカにおける平和構築会合に出席（２８日）。 

【経済】 

●コルレス銀行撤退の可能性（１５日）。 

●Ｇｅｍｃｏｒｐ Ｃａｐｉｔａｌ ＬＬＰ社との５億ドルの借款（８日）。 

内政 

１ 恩赦法の制定 

（１）２０日，賛成１４２票，棄権３３

票にて，恩赦法が国会で採択された。こ

れにより，８０００人以上の受刑者が来

月以降釈放されることとなる。マンゲイ

ラ人権・法務大臣によると，２０１５年

１１月１１日までに１２年以下の懲役刑

を科されたアンゴラ国民及び外国人が対

象となる。同法の主な目的は，２万３千

人もの受刑者を抱える刑務所の収容率を

緩和するためである。また，同大臣は，

同法はドス・サントス大統領による提案

であり，受刑者らに人道的な方法で社会，

政治，対人，家族間の相互作用の機会を

提供する目的もあると述べた。 

（２）同法は死に至らしめるような重大

な暴力や脅迫，銃火器を用いた犯罪，麻

薬取引，重大犯罪，人身売買，不法移民

幇助等には適用されない。恩赦を受けた

者は，同法の発効もしくは自身の刑の満

了日から三年間，または刑期の対象期間

は，再犯及び１年以上の懲役刑を課され

るような重大な法律違反をしてはならな

い（JA 7/21）。 

２ ドス・サントス大統領によるＭＰＬ

Ａ会合での発言 

（１）ドス・サントス大統領は，与党Ｍ

ＰＬＡの中央委員会会合において，原油

依存からの脱却を強く訴えるとともに，

アンゴラが生産可能なその他の商品及び

既に生産しているが生産量が少ない商品

を輸出するための条件を整えることは必

要不可欠であると述べた。 

（２）同会合の数日前，同大統領は，原

油価格の著しい下落のために，本年初頭

以降，アンゴラ政府はソナンゴル社から

の収益を受け取っていないことを認め，

アンゴラ政府及びソナンゴル社の債務を

弁済するには，収益は不足している旨断

言した。 

（３）１日，同大統領は，海外の石油会
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社がアンゴラ国内での支出のために行う

クワンザ買いドル売りに由来する中央銀

行の外貨建て収入の運用に関しても言及

した。同収入は１カ月に３億ドルと見積

もられているが，ＢＮＡ（アンゴラ中央

銀行）に準備預金を持つ市中銀行の需要

の充足及びアンゴラ政府予算には不十分

な金額であるので，石油以外の商品の輸

出増及び歳入における原油の寡占状態を

終わらせる必要がある（JA 7/2）。 

３ 反政府活動家の釈放 

 １７名の反政府活動家が，最高裁の判

決により条件付で釈放された。本件は，

アンゴラの司法制度が国家から独立して

機能しているかのように見えるが，政府

に対する高まる批判を沈静化するための

政治的に計算された決断である可能性が

高い。また，批判者に対する厳重な取締

りのリスクを知悉していることを意味す

るものの，与党ＭＰＬＡは治安部門を通

じて同党の覇権への脅威に対して強硬な

姿勢を崩さないと思われる（EIU 8/26）。 

４ 黄熱病関連 

（１）アンゴラにおける黄熱病の流行が

収束傾向にある。ルイス・ゴメス・サン

ボ保健大臣は，アンゴラ全土において，

４週間の間黄熱病の発症例が全く確認さ

れず，致死率も１６％から９％に減少し，

１２００万人にワクチン接種が完了した

と述べた。同保健大臣は，アンゴラ政府

はワクチン・備品の確保及びオペレーシ

ョンの実行のため，国内ファンドから４

０００万ドルの資金を動員したと述べた。

また，同大臣は黄熱病の症例の減少及び

コントロールは政府の努力の成果及び，

ＷＨＯや米国，中国，ヨーロッパ，キュ

ーバからの保健分野の専門家の技術的支

援のおかげであると強調した。 

（２）ルアンダ州は黄熱病流行の中心地

であったが，すでに人口の９２％に対し

ワクチン接種を完了している。その他の

地域については，国際市場におけるワク

チン不足のため，１５００万本しか入手

できていない。ワクチンの不足は，その

他のアフリカの国々，特にコンゴ(民)が

黄熱病の流行を宣言したためである。 

（３）２０１６年１月の発生以来，アン

ゴラ全土において３６００件の黄熱病感

染例が確認され，３６０名が死亡した。

保健大臣は，政府の目標は感染リスクに

さらされている２４００万人にワクチン

接種を完了することであると述べた(JA 

7/8）。 

 

外交 

１ ドス・サントス大統領の休暇 

（１）ドス・サントス大統領は２日から

２５日まで，スペインに私的滞在。２０

１３年１１月以来４度目（JA 7/25）。 

（２）同大統領は５０人の兵士を伴いお

忍びでバルセロナに到着。高級住宅街に

位置するマンションに滞在した。 

（３）今回滞在の目的につき，ＢＰＩ

（ポルトガル投資銀行）の１８％の株式

を Caixabank へ売却することを妨害する

ためであるという噂がある。しかし，同

大統領のスペイン滞在は事態を沈静化す

ることにはならず，結局，自身が４４％

のコントロールを有するＢＰＩ株の売買

のブロックを解除することになるだろう。 

（４）２０１５年２月及び２０１６年４

月の株式公開買い付けの後，同株式の売



3 
 

買はブロックされたが，サントロ・グル

ープを所有するイザベル・ドス・サント

スは苛立っており，同銀行の権利を手放

すことを拒否した（Cronica Global 7/6, 

7/7）。 

２ 各種国際会議のフォローアップ 

（１）シコティ外務大臣を長とする外務

省幹部会は，中国，イタリア，北欧諸国

とアフリカ諸国の国際会議のフォローア

ップを行った。 

（２）中国は，２０１５年末に開催され

た中国・アフリカ諸国国際会議（ＦＯＣ

ＡＣ）にて発表された６００億ドルのフ

ァイナンスによるプログラムを精査する

ため，７月末にアフリカ諸国との会合を

開催。幹部会の資料によると，アンゴ

ラ・中国二国間委員会の第二回セッショ

ンの準備のため，ブラガンサ外務副大臣

をヘッドとする代表団が６月１４日から

１６日にかけて北京を訪問し，中国・ア

フリカ諸国国際会議にて発表されたファ

イナンスの枠組みにおけるプログラムの

遂行について議論を行った。 

（３）マヌエル財務大臣は，習近平国家

主席はインフラ，人的資本，資金等，ア

フリカにとり常に不足しているものに応

える綿密な戦略を発表したと述べた。ま

た，同主席が技術移転にも注意を払って

おり，今後４年で貿易取引を１００％増

加させると述べていたことに触れ，アフ

リカにおける中国による投資の増加の成

果の一部となるだろうと語った。 

（４）シコティ外務大臣が参加したイタ

リア・アフリカ諸国の国際会議において

は，ワーキングレベルの会合において意

見の一致が見られ，ヨーロッパとアフリ

カ諸国の新しい協力モデルを示したと述

べた。また，この機会を利用して，アン

ゴラは外交関係樹立４０周年を記念して

今年の下半期にイタリアの外務大臣をア

ンゴラに招待した。 

（５）北欧諸国及びアフリカ南部諸国の

国際会議について，北欧諸国は共通の関

心のある課題について，直接に，しかし

内政干渉はしない形で人権及び民主主義

の分野で協力したいという意向を表明し

た，とシコティ外務大臣は述べた（JA 

7/17）。 

３ ライチャーク・スロバキア副首相に

よる国連事務総長選支持要請 

２１日，スロバキアのライチャーク副

首相がアンゴラを訪問し，国連事務総長

選の支持要請を行った。 

４ クラークＵＮＤＰ総裁による支持要請 

（１）ヘレン・クラークＵＮＤＰ総裁は，

国連事務総長選の支持要請を行うという

唯一の目的のため，アンゴラを訪問した。

同総裁はマヌエル・ヴィセンテ副大統領

に表敬訪問を行い，その後の記者会見に

て，自身が事務総長の職に就く上での強

みとして，ニュージーランド首相として

の９年間の経験及びＵＮＤＰ総裁として

のアフリカにおける豊富な経験を併せ持

つことを強調した。 

（２）クラーク候補の他，これまでポル

トガルのグテーレス候補，スロバキアの

ライチャーク候補，セルビアのイェレミ

ッチ候補が支持要請のためアンゴラを訪

問した。シコティ外務大臣は，アンゴラ

は安保理非常任理事国ではあるが，候補

者が来訪し自らの考えをアピールするこ

とによって，国連代表部常駐代表により
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よい推薦をすることができ，アンゴラの

投票態度に影響を与えることとなるだろ

う，と述べた。 

（３）クラーク候補は，次期国連事務総

長の課題は開発及び平和の状況に対処す

ることであり，自身は責任をもって職務

を遂行する確かな人物であると述べた

（JA 7/26）。 

５ 国連安保理のアフリカにおける平和

構築会合 

（１）国連安保理で毎月催される公開討

論において，日本により主催された「ア

フリカにおける平和構築」会合に出席

（JA 7/27）。 

（２）２８日に行われた「アフリカにお

ける平和構築」安保理公開討論の場にお

いて，シコティ外務大臣は，アンゴラが

大湖地域における紛争解決に向けた予防

外交を継続し，同地域が平和の恩恵を受

けられるよう投資促進と国際協力を通じ

た持続的開発が急務であると述べた。シ

コティ外務大臣は演説の中で，大湖地域

国際会議で議長国を務めるアンゴラが同

地域の紛争の平和的解決の模索に向けて

様々なイニシアティブをとってきた点を

述べ，国連が主導する平和構築メカニズ

ムの重要性を強調した。 

（３）シコティ外務大臣は，演説の中で

特に，アンゴラが内戦の状況下にありな

がら，２００２年に和平プロセスの中に

開発モデルを組み込み，これが２０１０

年に民主主義・法の支配に基づいた憲法

の制定につながり，アンゴラが地域的か

つ国際的な承認を勝ち得た事実を強調し

た。その上で，平和構築に取り組む各国

機関の強化が必要であり，独自で治安の

安定を確保すべく紛争国家は治安部門機

関を強化し，経済政策，社会サービスの

充実，政治の調和をはかり，法の支配を

確立させることが必要であるとした。 

（４）シコティ外務大臣は「紛争下にあ

る国家は，平和構築に向けて財政支援を

受けることが重要であり，各和平プロジ

ェクトが如何に慎重に実施されたとして

も，財政支援が適切にかつ，有効な期間

中に受けられなければ平和構築はままな

らないであろう」とも述べ，加えて和平

後は各当局の力が弱く，経済停滞にあり，

紛争解決後の選挙が民主主義の確立のた

め最も重要であるとした。 

（５）シコティ外務大臣は，国連の平和

構築委員会がアフリカ諸国での平和構築

や，ギニア，リベリア，シエラレオネで

発生しているエボラ出血熱との戦いでも

重要な役割を果たしていること認識して

いる旨述べた(JA 7/30)。 

６ ＡＵ総会 

（１）１０日から１８日にかけて，ルワ

ンダにてＡＵ総会が開催され，アンゴラ

よりシコティ外務大臣がドス・サントス

大統領の代理で出席した。 

（２）シコティ外務大臣は，同総会中，

アフリカにおいて２０１７年に自由貿易

圏を設置し，安保理改革については常

任・非常任理事国それぞれ２議席を確保

するというコンセンサスを維持する必要

性について議論を行ったと述べた。 

（３）同総会のマージンにて，同大臣は

ジョゼ・マリオ・バズ・ギニアビサウ大

統領及びリンダ・トーマス米アフリカ担

当次官と会談を行った（JA 7/18，7/19）。 

７ 米，第一四半期対ア輸出トップに 
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 ２０１６年第一四半期，アンゴラの輸

入は前年同期の４１％に相当する２７億

ユーロ減。米国は，中国及びポルトガル

を追い抜き，前年同期比６２％増の４億

４２００万ユーロ相当のモノを輸出し，

対アンゴラ輸出国トップとなった（DN 

7/25）。 

８ 韓国・アンゴラ関係 

（１）パク・スン・チョン（Park Sung 

Choon）祖国・退役軍人担当大臣がアンゴ

ラを訪問し，マヌエル・ヴィセンテ副大

統領への表敬訪問の折に朴槿恵大統領に

よるドス・サントス大統領への韓国訪問

の招待状を手交。 

（２）パク大臣は，ヴィセンテ副大統領

は既に韓国を何度も訪問しており，非常

に実りの多い会合であったと述べた。同

大臣は，アンゴラとの間にクレジット・

ラインを合意する暁には，元兵士の社会

統合に関するプログラムを実現したいと

関心を表明した。 

（３）シコティ外務大臣は８日，同大臣

と会談し，元兵士に関する協力プロジェ

クトについて協議を行った。同外務大臣

は，両国は現在複数の協力協定を準備中

であり，そのプロセスは間もなく完了し，

署名される見込みであると述べた。同会

談では，朝鮮半島情勢，北朝鮮への制裁

及び韓国・北朝鮮関係に関する安保理の

役割についても触れ，同外務大臣は，ア

ンゴラは両国の統合を支援すると強調し

た。 

（４）パク祖国・退役軍人担当大臣とカ

ンディド・ヴァンドゥーネン元兵士退役

軍人大臣は，農業開発プロジェクトが実

施されているイコロ市及びベンゴ市にお

けるキミーニャ地区を訪問した。同プロ

ジェクトは，元兵士の家族に恩恵を与え，

生産プロセスに取り入れられる予定であ

る（JA 7/9）。 

９ 中国・アンゴラ関係 

 Cui Aimin 中国大使は，１４～１５日

にかけてモシコ州カマニアンガの農産業

プロジェクトを視察した。同大使は，中

国はとうもろこし及び大豆の生産量を増

加させるため，農業省との関係を強化す

ると述べた。モシコ州のアントニオ・

ダ・シルバ農業・地域開発・漁業局長は，

カマニアンガのプロジェクトは同地域の

零細農家における自給自足を満たすもの

であると語った。カマニアンガの農産業

プロジェクトは，今月からルエナ（モシ

コ州），ルンダ・スル州及びルンダ・ノル

テ州でとうもろこし粉及び大豆の商業化

を開始した（JA 7/17）。 

１０ ポルトガル・アンゴラ関係 

（１）新たな借款の可能性 

ア ジョルジュ・コスタ・オリヴェイラ

（Jorge Costa Oliveira）ポルトガル外

務省国際化担当副大臣は，ポルトガル政

府は現在，本年中に１億６０００万ユー

ロのクレジット・ラインを，アンゴラ国

内で就業しているポルトガル人の何カ月

もの間海外送金が実現していない給与支

払救済のために実行する旨審議中である

と発表。 

イ 当該クレジット・ラインは，アンゴ

ラ国内で操業しているポルトガル企業の

遅延している支払を保証する用途にも用

いられる可能性がある。 

ウ 同副大臣はまた，アンゴラと協働 

しているポルトガル国営企業を援助する
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目的で創設された５億ドル相当のクレジ

ット・ラインを，７００万ユーロ以下し

か使われていないため，廃止する方向性

である旨も発表（EX 7/29）。 

（２）農業開発担当大臣の当地訪問 

２５日，ポルトガルのサントス農業・

林業・農村開発担当大臣はアンゴラを訪

問し，カンガ農業大臣に表敬訪問を行っ

た。カンガ農業大臣は，ポルトガルの農

業は過去には技術もなく遅れていたが，

改革に成功し，今日では近代的かつ競争

力のある農産物も生産できるようになっ

たと述べ，ポルトガルと農業分野の科学

的調査及び企業間協力を発展させること

の重要性を強調した。また，サントス大

臣は，ポルトガルにおける植民地時代の

アーカイブスをアンゴラ政府に提供する

用意があると述べ，今回の訪問は農業当

局間及び企業間の協力関係を強化し，企

業活動を持続可能な形で発展させるため

の条件やインセンティブについて要請す

るためであると述べた。企業の代表団も

当地を訪問し，２６日にルアンダで開催

された「多様化することとは，成長する

こと。未来へ種をまく。」と題するセミナ

ーに参加した（JA 7/26）。 

（３）シェンゲンビザセンターの開館 

 １５日，ポルトガルのシェンゲンビザ

センターが開館した。アレシャンドラ・

ビレイロ・ポルトガル総領事は，毎日５

００人以上もの申請者が同総領事館に来

館し大使館では既に対応出来ないため，

同センターはＶＦＧグローバル社との提

携のもと，より速やかにビザを発給でき

ると述べた。同総領事によると，２０１

５年には５０４４１件のビザを発行し，

今年の上半期は既に３０３３３件の申請

を受け２４９９０件のビザを発行したと

発表した（JA 7/16）。 

１１ イタリア・アンゴラ関係 

クラウディオ・ミスシア大使は，ロウ

レンソ国防大臣への表敬訪問の後，イタ

リア・アンゴラ両政府は軍事協力協定を

交渉中である旨発表した。両国間の要人

往来も活発であり，ピノティ伊国防大臣

が２０１５年にアンゴラを訪問し，ロウ

レンソ国防大臣も２０１４年及び２０１

６年に伊を訪問した。ミスシア伊大使は，

軍の装備品の供給，技術支援及びインフ

ラの建設等様々な協力プロジェクトが進

行中であると述べた。また，両国間の協

力は人材育成や海洋における監視も含む。

ロウレンソ国防大臣は，アンゴラはあら

ゆる分野において軍事協力関係を発展さ

せたいという意向を有するが，特にアン

ゴラ沿岸及びギニア湾における安全保障

のため，海軍が重要である旨強調した。

また，同大臣は，兵士の訓練及びアンゴ

ラ国内におけるイタリア防衛産業の展開

の可能性を検討していると述べた（JA 

7/19）。 

１２ その他 

（１）サハラ・アラブ民主共和国 

 ５日， Bah Cheikh Mohamed 駐アンゴ

ラ・サハラ・アラブ民主共和国大使は，

ヴィセンテ副大統領を表敬訪問。同大使

は，ポリサリオ戦線の非定例総会が今月

８日及び９日に開催され，同戦線の新事

務局長が同国の大統領に選出されると述

べた。同大使はまた，本年末に国連安保

理にて，サハラウィの人々の自己決定及

び独立に関して再び議論がもたれると述
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べた（JA 7/6）。 

（２）赤道ギニア外務大臣の訪問 

１１日，アガピト・ムバ・モクイ・赤

道ギニア外務大臣はＡＵＣ委員長選の支

持要請のためアンゴラを訪問し，ヴィセ

ンテ副大統領へ表敬を行った。同大臣は，

アンゴラは兄弟のような存在であり，支

持を獲得できると信じている旨述べた。

また，同大臣はＡＵの組織改革に関心が

あり，安全保障，教育，アフリカ地域機

関への資金援助，アフリカ大陸の尊厳の

回復，貧困対策，若者への支援が重点分

野であると強調した。シコティ外務大臣

は，既にＳＡＤＣには擁立候補が存在す

るものの，赤道ギニアはアンゴラと同様

にＣＰＬＰ及び中央アフリカに属し，同

国からの候補を支持する可能性を排除し

ないと述べた（JA 7/12）。 

（３）南シナ海 

ア アンゴラ外務省は，南シナ海問題に

対し，建設的な対話は南シナ海地域の平

和及び安定を保全するための最良の方法

である，とのプレスリリースを発出した。 

イ ６月２９日の宣言によると，アンゴ

ラ政府は南シナ海の状況を憂慮して注視

しており，紛争の関係国に海洋・領土に

関する紛争を，歴史的事実，国際法，二

国間協定，関係各国で形成された地域の

コンセンサスに基づき，対話や直接かつ

友好的な交渉を通じて，平和的に解決す

るよう呼びかけた（JA 7/5）。 

 

経済 

１ 主要経済指標 

（１）物価 

ア 国家統計院（INE）が発表したルアンダ市

における６月期のインフレ率は，２００３年６

月以降で最も高い 31.80％。昨年同月発表

のインフレ率と比較して 21.74pp 上昇した。

月間物価上昇率は 3.27％。 

イ 物価指数が前月比で最も上昇したのは

モノ・サービス（5.95%）。次いで，保健(4.56%），

衣服（3.95%），運輸（3.48%）（EX 7/15）。 

ウ ブルームバーグ紙は，アンゴラのインフ

レ率は南部アフリカ最高で，マラウィ，ザンビ

ア，及びモザンビーク等と比較して１０％以

上高いと報じた（VOA 7/21）。 

（２）金利 

ア ７月２９日に開催された第５７回金融政

策委員会（ＣＰＭ）は，政策金利のＢＮＡ基礎

利率（Ｔａｘａ ＢＮＡ）を，年率 16.00％と前月

から維持と発表。銀行間取引利率ＬＵＩＢＯＲ

のオーバーナイト物は年率 13.92%で前月か

ら維持。 

イ 流動性吸収ファシリティの７日物（市中銀

行がＢＮＡに預けている準備預金のうち，法

定額を超過した部分に対する７日間当たり

の利率）は年率７．２５％で前月から維持。 

ウ 限界貸出ファシリティ（BNA から市中銀

行へのオーバーナイト物貸付金利）は年率

20.00%で前月から維持。 

（３）為替市場 

７ 月 末 ， 為 替 相 場 は USD １ ＝

165.73523AKZ で推移（対前月比 0.67523 ク

ワンザ安）。 

２ 金融・銀行・財政 

（１） コルレス銀行撤退の可能性 

ア エスパンサン紙が主催した，アンゴラに

おけるコンプライアンスをテーマとした第６回

銀行フォーラムにて，ＢＡＩ（アンゴラ投資銀

行）の José de Lima Massano 頭取は，アン

ゴラに対するエクスポージャーのレベルのた
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めに国際コルレス銀行がアンゴラから徹底

する事態への恐れを表明した。出席者の

Emidio Pinheiro・ＢＦＡ（アンゴラ興業銀行）頭

取は，国際的な金融システムにおけるアン

ゴラのイメージは劣悪であると認めた。 

イ Massano 頭取は，例えばドル建ての国

際決済を代行するコルレス銀行がなければ，

ファンドを受け取ることも不可能となり，被害

は甚大となると語った。 

ウ Graça Santos Pereira・ＢＩＣ銀行取締役

は ， 同 行 は 金 融 情 報 局 （ Unidade de 

Informação Financeira de Angola）と，疑わし

い取引に関して多くの情報共有を行い，検

事総長の命令によって疑わしい口座を過去

６ヶ月の間に凍結したと述べた。 

エ Martins Hércules コメルツバンク・アンゴ

ラ代表は，２００１年９月１１日に米国で発生

したテロリズム以降，世界の金融機関は，コ

ンプライアンスに対してより注意深くなってい

ると述べた。 

オ マックス・アリエル・ＩＭＦアンゴラ駐在事

務所代表は，様々な国の中央銀行を対象と

した世界銀行による調査結果を引用し，５

５％の中央銀行がコルレス銀行との取引が

減少したと回答した旨述べた。同調査結果

によれば，大手コルレス銀行の７５％が，リ

スクを理由に顧客との関係を断ち切っている。

また，同代表は，アンゴラ国内銀行等の地

場銀行の６０％が，コルレス銀行との関係の

いくらかを失っていると回答したと述べた。コ

ルレス銀行撤退の影響は，東欧，中央アジ

ア及びアフリカで顕著であり，最もアクセスを

失っている地域は米国及び英国。同代表は

また，コルレス銀行との関係を喪失すること

は，最も重要なマクロ経済に問題を及ぼすと

しつつも，グローバルな問題には発展しない

と語った（EX 7/15）。 

（２） 外貨繰りの動向 

ア ２０１６年上半期，ＢＮＡ（アンゴラ中央銀

行）は，４５億５６００万ドルの外貨を供給。前

年同期は９４億６１００万ドルの外貨を供給し

ており，前年同期比５１．８％減。 

イ ２０１６年４～６月の原油価格の上昇に由

来する，３～５月の歳入増にもかかわらず，

経済学者は，近い将来にＢＮＡが大規模な

外貨注入をマーケットに行う状態にはないと

考えている。 

ウ ドス・サントス大統領は，直近の与党ＭＰ

ＬＡの中央委員会会合にて，石油会社がア

ンゴラ国内での決済の目的でクワンザを獲

得したことに由来する外貨販売によって，Ｂ

ＮＡは獲得した外貨を運営しており，同外貨

獲得額は１カ月平均３億ドルであると述べた。

また，同大統領は，１カ月３億ドルの外貨収

入は，市中銀行及びアンゴラ国家予算の必

要とする金額に満たないと述べた。 

エ 現在，外貨準備高は２４４億ドルあまりで

あり，外貨供給額の減少は，輸入６カ月分の

外貨準備高を維持する目的の下遂行されて

いる。 

オ エコノミストの Emílio Londa 氏は，ＢＮＡ

が外貨販売高を顕著に漸減した場合，中期

的には，ＢＮＡは市場に介入する能力を失う

こととなり，惨事を招くことになると述べた。

セヴェリーニョ・アンゴラ産業連盟（ＡＩＡ）会長

は，ＢＮＡによる為替運営モデルは経済構造

全体の崩壊であると述べた（EX 7/8）。 

（３）１～５月間，１２億ドルの対外債務合意 

ア ミレニアム・アンゴラ銀行とアトランティコ

銀行の合併により誕生したミレニアム・アトラ

ンティコ銀行の報告書によれば，アンゴラは，

２０１６年１～５月の間に１２億ドルの対外債
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務契約を結んだ。内，最大の借入れは，ドイ

ツ・ＫＦＷ－ＢＡＮＫ ＧＭＢＨからの５億ドル

のローン。 

イ ２０１６年予算では，７０億ドルの対外借

入れを予定しており，当初の予定よりも低い

レベル。また，同予算では，アンゴラ政府の

対外債務が本年末までに２３４億ドルに到達

すると見込む。昨年末の時点では，アンゴラ

政府の対外債務は２０２億ドル。 

ウ ２０１６年１～５月にアンゴラ政府との間

に結ばれたその他大規模借款は以下のとお

り。 

（ア）アフリカ開発銀行からＢＰＣ（信用貯蓄

銀行）に対する３億２５００万円の融資に対

する政府保証。 

（イ）英ＨＳＢＣ（香港上海銀行）Ｂａｎｋ Ｐｌｃか

らＴＡＡＧ（国営アンゴラ航空）に対する１億９

２００万ドルのローン。 

（ウ）露ＶＴＢ銀行Ａｕｓｔｒｉａ ＡＧからの１億１８

００万ユーロのローン。 

（エ）コメルツバンクからの３５００万ドルのロ

ーン（EX 7/8）。 

（４）Ｇｅｍｃｏｒｐ Ｃａｐｉｔａｌ ＬＬＰ社との借款 

 Ｇｅｍｃｏｒｐ Ｃａｐｉｔａｌ ＬＬＰ社は，ＩＭＦとの

ＥＦＦ交渉をアンゴラ政府が撤回したものの，

５億ドルの借款をアンゴラ政府と取り結ぶべ

く交渉中であると，消息筋は述べた。同社は，

元ゴールドマン・サックス社及び露ＶＴＢ Ｃａ

ｐｉｔａｌ社に勤務していた Atanas Bostandjiev

氏により２年前に創業された。同社はまた，

アトランティコ銀行の株式を３％保有しており，

２０１５年５月にアンゴラ政府に対して３億ド

ルの借款を供与した（BB 7/8）。 

（５）クワンザ通貨，年末までに２３％切下げ 

ア  ２０ １６ 年マク ロ経済の 執行再計 画

(Reprogramação Macroeconómica Executiva）

によれば，アンゴラは本年末までに２回の通

貨切り下げを行う。１回目は第３四半期１ド

ル１９８．９９７クワンザまで，２回目は第４四

半期中に１ドル２１５．４７７クワンザまで切り

下げる。 

イ 外貨供給額は，現在の６億ドルから１５

億ドルにほぼ３倍増する見込み。 

ウ アンゴラ国内産品は，アンゴラに輸入さ

れた外国産品とアンゴラ国内市場で競争す

る。クワンザが強い場合，外国産品はクワン

ザ建てでより安くなり，アンゴラ国内生産品

の国内市場における優位性を阻害し，経済

多角化の足かせとなる。 

エ フィリップス曲線になぞらえると，短期的

にはインフレ率と失業率はトレードオフ関係

にあり，多くの雇用を実現する場合は，高い

インフレ率を受け入れなければならない。ア

ンゴラ経済が直面している現状に沿った学

説と言える。 

オ クワンザの切下げにより，外国産品が高

くなれば，対アンゴラ投資が増え，雇用が増

える機会となり得る（EX 7/29）。 

（６）アンゴラ国債の金利 

６月３０日に表明された IMF への EFF（拡

大ファンドファシリティ）要請の撤回を受けて，

アンゴラ国債の金利は，撤回発表時の９．６

４％から，７月６日の１０．６７％まで，１ポイ

ント以上急上昇した。 

（７）２０１６年１月から５月の歳入及び歳出 

ア アルシデス・サフェカ（Alcides Safeca）財

務副大臣（予算担当）は，アンゴラ国会議員

に対して提示された資料において，２０１６年

１～５月の間にアンゴラの国庫歳入は３６億

ユーロ（６億７４８５万８０００クワンザ）となり，

当初の年間歳入合計予定の１０％にとどま

ったと報告した。 
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イ ２０１６年第一四半期の歳出は，当初の

年間支出計画の１２％に留まる４０億ユーロ

（７億４１０６万クワンザ）。 

ウ 同財務副大臣はまた，全体として，３．６

億ユーロ（６６２０．２万クワンザ）の歳入不足

と発表（JN 7/14）。 

３ Angola Investe 計画 

２０１２年から２０１６年６月までに，中小零

細企業を対象とした Angola Investe 計画の

枠組みで，４６７のプロジェクトが８７８億クワ

ンザ分承認された。内，同期間中に実現した

のは３５５プロジェクトで，６６２億クワンザ分。

経済省が当初想定していた，１年に１５００

億クワンザ融資するとの計画に比して，非常

に遅れをとっている（EX 7/29）。 

４ 石油・ガス 

（１） 第３２及び１５/０６鉱区の契約変更 

ア ６月１７日付大統領令により，超深海層

の第３２鉱区及び深海層の第１５／０６鉱区

の２鉱区において，ガルプ社，トタル社，及

びエニ社との契約に関し，参加比率を変更

する方針が発表された。 

イ 同大統領令にて，当該２鉱区は双方とも

に非常にコストが高く，予想埋蔵量及び確認

埋蔵量は経済的に実現可能な投資回復に

も不十分なレベルにあると説明された。 

ウ 第３２鉱区は仏トタル社が権益の３０％

を保有。ソナンゴル社も３０％の権益を保有

しており，葡ガルプ社がその内５％を有する。 

エ 第１５／０６鉱区は伊エニ社が３６．８４％

の権益を保有しており，同率をソナンゴル社

も同鉱区において保有している。 

オ アンゴラ産の原油は，平均１４ドル／バ

レルのコストで生産されており，ソナンゴル

社は８～１０ドル／バレル程度にコストを抑

えたいとの意向を有する（EX 7/8）。 

５ ＣＥＩＣによるアンゴラ経済報告書 

（１）７月１９日，カトリカ大学のＣＥＩＣ（Centro 

de Estados e Investigacao Cientifica, 調査

研究センター）によるアンゴラ経済報告書の

出版記念式典が開催された。同式典では，

アンゴラ経済が非常に脆弱で不均衡な発展

の途上にあると報告された。 

（２）２０１３年，アンゴラの名目ＧＤＰは１３４８

億９００万ドルを記録。２０１４年は１２７１億３

２００万ドル，２０１５年には修正予算のため

に１１５３億４９００万ドルとなった。 

（３）２００４年から２００８年，アンゴラの平均

ＧＤＰ成長率は１２．５％。２００９年から２０１

４年の間は，３．３６％に留まった。 

（４）非石油部門のＧＤＰは，２０１４年に１５

億ドルだったものが，２０１５年には１３億ド

ルと２０％減。 

（５）２００２年から２０１５年の間に，アンゴラ

の国家予算総額は２８７億６３５０万ドルとな

った。同期間中，石油由来の歳入総額は３１

５０億ドル程度で，公的投資への支出総額

は１０３０億ドル程度（EX 7/15）。
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